
 

（適格請求書の写しの電磁的記録による保存） 

【答】  

適格請求書発行事業者には、交付した適格請求書の写しの保存義務があります（消法57の４

⑥）。 

こうした国税に関する法律の規定により保存が義務付けられている書類で、自己が一貫して

電子計算機を使用して作成したものについては、電帳法に基づき、電磁的記録による保存をも

って書類の保存に代えることができることとされています（電帳法４②）。 

なお、作成したデータでの保存に当たっては、次の要件を満たす必要があります。 

① 適格請求書に係る電磁的記録の保存等に併せて、システム関係書類等(システム概要書、シ

ステム仕様書、操作説明書、事務処理マニュアル等）の備付けを行うこと（電帳規２②一、

③） 

② 適格請求書に係る電磁的記録の保存等をする場所に、その電磁的記録の電子計算機処理の

用に供することができる電子計算機、プログラム、ディスプレイ及びプリンタ並びにこれら

の操作説明書を備え付け、その電磁的記録をディスプレイの画面及び書面に、整然とした形

式及び明瞭な状態で、速やかに出力できるようにしておくこと（電帳規２②二、③） 

③ 国税に関する法律の規定による適格請求書に係る電磁的記録の提示若しくは提出の要求に

応じることができるようにしておくこと又は適格請求書に係る電磁的記録について、次の要

件を満たす検索機能を確保しておくこと（電帳規２②三、③） 

・ 取引年月日、その他の日付を検索条件として設定できること 

・ 日付に係る記録項目は、その範囲を指定して条件を設定することができること 

（参考１） 複数の適格請求書の記載事項に係る一覧表等を適格請求書の写しとして電磁的記

録により保存する場合には、消費税法上は、必ずしも交付した適格請求書として出

力する必要はなく、上記①～③の要件を満たした当該一覧表等の電磁的記録を保存

することで問題ありません。 

（参考２） 電帳法上の保存方法等については、国税庁ホームページに掲載されている、「電子

帳簿保存法取扱通達解説（趣旨説明）」や「電子帳簿保存法一問一答」を参考として

ください。 

 

  

問 80 当社は、自己の業務システムで作成した適格請求書を出力し、書面で交付しています。 

   適格請求書発行事業者は、交付した適格請求書の写しを保存しなければなりませんが、書

面で交付した適格請求書の写しとして、当該システムで作成したデータを保存することも認

められますか。【令和５年 10月改訂】 


